
 

  Global Japanese Practice タイニューズレター 2023年 12月 

 改正 TFRS for NPAEs(非公開会社用 タイ国財務報告基準)の
主な改正点サマリーのご案内 
 

お客様各位 

2023年1月24日付けで発行の弊社ニューズレターにてご案内した通り、改正TFRS for NPAEsが2023年1月1日以降開始す
る事業年度から適用されています。本改正は、①基準の網羅性の改善、②簡素性の維持、③オプションの提供の３つをキーコン
セプトにしており、新会計基準の追加、既存の基準は維持しつつタイ会計士協会(TFAC）のガイダンスを統合等、従前のTFRS 
for NPAEsから大きく変更されおります。 

今回、改正 TFRS for NPAEs適用後、最初の年度決算を迎えることになりますので、主な改正点を以下にまとめております。
2023年度決算前の再点検、及び次年度以降の新会計基準の任意適用の検討の際のご参考にしていただければと思います。 
 
改正されたユニット 

ユニット トピック 主な改正点 

2 対象範囲 • TFRS for NPAEs の適用企業である公的説明責任を追わない会社の例示
として質屋及び資産管理法人を追加 

3 フレームワーク • 継続企業の前提に重大な疑義を抱かせる事象又は状況を経営者が認識して
いる場合、企業はそれらの不確実性を開示する事を要求 

• 継続企業の前提に疑義を生じさせる事象や状況の例示の追加 
• 連結の範囲について、法的形式よりも実体が重視される事象の例示を追加
（連結財務諸表の作成会社が対象） 



4 財務諸表の開示 • 期中財務報告（TAS34）の任意適用可 
- 任意適用した場合においても、TFRS for NPAEs で要求されていない事

項、例えばキャッシュ・フロー計算書の開示は不要 
• 包括利益計算書の開示が任意 

- 計算方式、２計算方式の選択適用 
- その他包括利益を「将来損益に組み替えられない項目」と「将来損益に

組み替えられる可能性のある項目」に分類して開示 
• 連結財務諸表または持分法が適用される財務諸表の作成が任意 

- 連結財務諸表を作成する場合、以下の５つの会計基準に準拠して作
成することが要求 
TFRS 10連結財務諸表 
TAS 27連結及び個別財務諸表 
TAS 28持分法 
TFRS 11共同契約 
TFRS 12他の企業への関与の開示、TFACの共通支配下の企業結合
についてのガイダンス 

• 借入契約違反時の流動負債と固定負債の分類例の追加 
6 現金および現金同等物 • 現金の定義に要求払預金が追加 
8 棚卸資産 • 「ユニット 21 農業」、「ユニット 27 鉱物資源の探査及び評価」の会計基準が

新設されたことに伴い、農作物、鉱物、商品相場ブローカーの在庫評価方法に
ついての会計基準を追加 

9 投資 • 子会社の定義明確化 
- 投資先の議決権の 50％超（過半数）を直接または間接的する場合、

明らかに支配が存在しないと反証される場合を除き、子会社となる。一方
で、投資先の議決権の過半数に満たない場合でも、その他事由により議
決権の支配が存在する場合は、子会社となる 

10 有形固定資産 • 原価モデルに加えて、再評価モデルの選択適用可 
• 固定資産の価値の恒久的な下落がある場合について、減損会計
（TAS36）に基づき、回収可能価額を正味売却価額に代えて使用価値を
回収可能価額とすることができることの明示 

• 売却目的で保有される非流動資産を流動資産として分類する場合の要件の
設定 

11 無形固定資産 • 無形固定資産の耐用年数設定に際し考慮するべき要因の例示 (テクノロジー
の陳腐化など) 

• 耐用年数を確定できない無形固定資産の償却期間は 10 年以下（改正前
は、無形固定資産の償却期間は一律 10 年と規定されており、10 年以下の
耐用年数は認められていなかった）  

12 投資不動産 • 原価法、公正価値法のいずれかを選択適用 



16 引当金、偶発負債および
偶発資産 

• 偶発資産の定義を明記 
• 偶発資産の認識は不可。ただし、経済的便益の流入の可能性が高い場合は
内容を開示し、経済的便益の流入がほぼ確実である場合は資産として認識す
る 

18 収益認識 • カスタマー・ロイヤリティー・プログラムの会計処理が明記 
- 以下の会計処理の選択適用 

o 引当方式：報告日時点の累積ポイントについて、経営者の最
善の見積りに基づき、費用及び引当金を認識 

o 繰延収益方式：累積ポイントについて、公正価値に基づく対価
配分後の金額を繰延収益として認識 

• 本人・代理人の論点が明記 
- 本人か代理人を識別する際の検討項目を例示 

１） 主たる責任 
２） 在庫リスク 
３） 価格決定権 
４） 顧客の信用リスク 

21 為替換算レート変更の 
損益影響 

• 機能通貨会計（TAS21）の任意適用可 
• 外貨による公正価値で測定される非貨幣項目について、公正価値が測定され
た日の為替レートを使用して換算 

• 非貨幣性項目の評価に係る利得又は損失は資本（包括利益計算書の作
成を選択した場合は その他包括利益）で認識 

• 在外事業体の経営成績及び財政状態の換算方法に関する基準を追加。資
産及び負債財政状態計算書の決算日レート、収益及び費用取引日レート 

 

新会計基準 

ユニッ
ト 

トピック 主な内容 

22 農業 • 収穫時点の生物資産または農作物は、原価法または売却費用控除後の公
正価値のいずれかを選択することによって測定 

23 政府補助金 • 政府補助金は、条件が満たされ、補助金が受け取られるという合理的な保証
がある場合に認識 

• 政府補助金は受領資産の公正価値で測定 
• 資産取得に関する政府補助金は次のいずれかを会計方針として選択 
１）政府補助金を繰延収益とし、資産の耐用年数に亘り規則的に当期利
益に計上 
２）政府補助金を資産の帳簿価額から直接減額 

24 デリバティブ • デリバティブの会計処理は以下のオプションから会計方針として選択 



１） 期末時点で未処理のデリバティブについて開示（オフバランス） 
２） Accrual basis（振当処理） 
３） 公正価値評価 
４） ヘッジ会計 

25 企業結合 • 企業結合とは、取得企業が１つまたは複数の事業に対する支配を獲得する
取引、またはその他の事象 

• 取得対象が事業に該当しない場合には、資産の取得として会計処理 
• 取得が企業結合の要件を満たす場合、以下の会計処理を選択適用 

- 資産取得法（資産の取得として会計処理） 
- TFRS3 の取得法。企業結合で取得した識別可能な資産および引き受

けた負債を取得日の公正価値で測定 
- のれんについては２０年で償却 
- 共通支配下の企業結合については、タイ会計士協会が公表したガイダン

スに従い、簿価法による会計処理が求められる 
26 鉱物資源の探査 

および評価 
• 資産価値の下落を除き、鉱物資源の探査及び評価（TFRS 6 ）に準拠し
て鉱物資源の探査および評価を会計処理することが求められる 

• 鉱物資源の探査および評価から生じる資産価値が恒久的に下落した場合、
企業は損益計算書において資産価値の下落による損失を認識 

• 資産価値の永続的な下落を示す事実が存在しなくなった場合、企業は認識
した損失を戻し入れる必要がある 

27 サービス譲与契約 • 公的セクターから民間事業者へのサービス譲与契約のうち、当該インフラを用
いて提供されるサービス及びその価格を公的セクターが管理・規則し、かつ、譲
与契約時のインフラの重要な残存部分を公的セクターが支配する場合に適用
される会計基準 
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